
特許庁・INPITにおけるスタートアップ支援の状況について
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はじめに…



スタートアップにとっての知的財産とは

特許庁

カネヒト モノ

情報 知財

～スタートアップの経営資源～

革新的技術・アイディアマーケット・販売網

設備従業員 資金
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（出典）令和３年度特許庁「スタートアップが直面する知的財産の
課題に関する調査研究」報告書
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特に成果はない

(n=356) 創業期（シード・アーリー段階 (n=137) 成長拡大期（エクスパンション・レイター段階）

知的財産の活用等による直接的・間接的な効果
（複数回答）

独占

信用

連携

信用

①独占

②連携

③信用

知財の３つの機能



特許庁・INPITのスタートアップ知財支援施策について



特許庁・INPITのスタートアップ知財支援施策

①料金減免、スーパー早期審査

②相談窓口
 スタートアップ知財支援窓口

③伴走支援
 スタートアップへの知財専門家派遣（IPAS)
 VCへの知財専門家派遣(VC-IPAS）

④情報発信・コミュニティ活動支援

 IP BASE、スタートアップは突然に・・
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スタートアップ向け手数料軽減

①料金減免・スーパー早期審査

国際出願に係る手数料審査請求料・特許料

通
常

軽
減
後

手続きも簡単！

約45万円

約15万円

約28万円

約9.5万円

＊ ＊

*手数料は発明の数などによって変わります。

(1)個人事業主の場合
✓ 事業開始後10年未満であること
(2)法人の場合（以下のいずれにも該当すること）
✓ 設立後10年未満で資本金額又は出資総額が3億円以下の法人であること
✓ 大企業（資本金額又は出資総額が3億円以下の法人以外の法人）に支配されていないこと

対象者

✓ 書類は平均的な30枚として計算
✓ 出願人がスタートアップである場合、送付手数料・調査手数料が1/3に軽減される
✓ 国際出願手数料はスタートアップが1/3負担、残り2/3を特許庁が負担し料金支援
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スタートアップのスピード感に対応した早期審査

①料金減免・スーパー早期審査

権利取得の経験が少ないスタートアップに向けて、
➢ 面接等コミュニケーションを充実し、きめ細かなサポートを提供
➢ 何よりも早く権利を取得したいというニーズには、スーパー早期審査で対応

資
金
調
達

資
金
調
達

資
金

資金調達から次の資金調達までは1年強

約9.3ヵ月 約14.1ヵ月

最
終
処
分

通常審査

一
次
審
査

審
査
請
求

スーパー早期審査

約0.8ヵ月 約2.5ヵ月

審
査
請
求

一
次
審
査

最
終
処
分

面接活用早期審査
最
終
処
分

一
次
審
査

面

接

（審査期間は２０１７年度のデータ） 8



知財権の取得・活用で悩んだときはINPITへ

(*) INPITは特許庁所轄の独立行政法人

INPIT(*)の知財総合支援窓口まで

・相談無料

・登録知財専門家による支援

・訪問支援可

今年度よりスタートアップ支援に特化した

知財戦略エキスパートによる支援を実施する

「スタートアップ知財支援窓口」も開設

②相談窓口
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シード・アーリー

スタートアップに向けた知財アクセラレーション事業

◼創業期（シード・アーリー）のスタートアップを対象に、ビジネスの専門家と知財の専門家からなる

知財戦略プロデューサー(ビジネスメンター・知財メンター)のメンタリングチームが、適切なビジネ

スモデルの構築とビジネス戦略に連動した知財戦略の構築を支援します。

✓ 成果発表会としてフォーラム（Demo-Day）を開催し、スタートアップ支援関係者等とのネット

ワーキングの場を提供。

✓ INPIT内部のスタートアップ知財支援窓口との連携も行う。

ベンチャーキャピタル経験者
スタートアップ支援コンサルタント等

メンタリングチーム

知財戦略PD（ビジネスメンター） 知財戦略PD（知財メンター）
スタートアップ支援経験のある

弁理士・弁護士等

ミドル・レイター

EXIT

支援

✓ 支援期間は約5カ月
✓ 2時間×10回の支援を実施

スタートアップ
知財支援窓口

随時相談受付

③伴走支援
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6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

スタートアップに向けた知財アクセラレーション事業

2024年
６月

2026年
2月

第1回 第3回第2回 第4回

2025年
2月 6月 10月

SU通年募集

メンタリング支援スケジュール

10社支援 10社支援 10社支援 10社支援

10月

公募
開始

第１回
〆切

第2回
〆切

第3回
〆切

第4回
〆切

選考 選考 選考 選考

2024年度からの変更点

✓ 採択のタイミングが２回／年になります

✓ スタートアップ募集は通年行います

✓ INPIT内部の支援体制と連携します

採択タイミングが増え、従来より柔軟に申請いただけます

スタートアップ知財支援窓口もご活用ください

③伴走支援
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ベンチャーキャピタルへの知財専門家派遣事業（VC-IPAS）

➢ 知財アクセラレーションプログラム（IPAS）では、知財専門家及びビジネス専門家からなる知財メンタリング
チームをスタートアップに派遣することにより、事業戦略に連動した知財戦略構築等を支援してきた。

➢ 一方、スタートアップの多くは、VCからビジネス面の助言やハンズオン支援を受けており、VCが事業計画も
踏まえた知財戦略策定支援を合わせて実施できれば、効率的なスタートアップへの支援が期待できる。

➢ しかしながら、VCによっては、ビジネス目線を踏まえた知財戦略構築支援の知見が十分に蓄積されているとはい
えないことから、VCを公募し、採択されたVCに対して知財専門家を派遣することにより、VCのキャピタリスト
と知財専門家が協働して、スタートアップに対して知財面からも支援を行えるようにする。

特許庁／INPIT

知財専門家を派遣

スタートアップ
ベンチャーキャピタル（VC）

ビジネス専門家

知財専門家・ビジネス専門家
からなるメンタリングチームを派遣

知財戦略の
構築を支援

知財支援の
知識を涵養

知財専門家がキャピタリストと
協働しスタートアップを支援知財専門家

キャピタリスト

知財専門家

キャピタリスト

知財専門家

③伴走支援
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ウエブサイトによる情報発信 事例集の掲載

ピクシーダストテクノロジーズ株式会社 代表取締役CEO/博士
落合 陽一氏

“創業期から弁理士をメンバーに入れるのがオススメ“

大野総合法律事務所
パートナー弁理士 森田 裕氏

“代理人と会社の知財顧問の二人三脚で
ベンチャーの知財価値は最大限に高められる”

インタビュー記事の掲載 勉強会の開催

➢  スタートアップと、弁護士・弁理士などの知財専門家、及びベンチャーキャピタリスト等のスタートアップ
支援関係者などからなる知財コミュニティの活動を促進させるため、スタートアップが知財に関する情報 
取得する場、スタートアップ・知財専門家・スタートアップ支援関係者のネットワーク構築の場を提供。

➢  知財ポータルサイト（IP BASEサイト）において、インタビュー記事、事例集、勉強会などの情報を発信する。

④情報発信・コミュニティ活動支援

スタートアップ向け知財コミュニティ「IP BASE」
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➢ IP BASE主催セミナーや、スタートアップ関連のイベントに登壇し

スタートアップコミュニティに知財の重要性を発信。

➢ IP BASEを知らない方々向けに動画サイトにより、知財の基礎情報やセミナー情報を５分程度の動画で発信。

➢  スタートアップ及びスタートアップに関わる関係者の知財に関する取り組みについて、

先進性、斬新性等の観点から高く評価された個人・組織を表彰する「IP BASE AWARD」を実施。

優れた知財活動を行うスタートアップ等を表彰

動画による発信

イベントの開催

スタートアップ向け知財コミュニティ「IP BASE」

④情報発信・コミュニティ活動支援
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オープンイノベーション促進のためのモデル契約書

出典：特許庁ウェブサイト「オープンイノベーションポータルサイト」
（https://www.jpo.go.jp/support/general/open-innovation-portal/index.html）

⚫新素材編

⚫ＡＩ編

⚫大学編

［スタートアップ×事業会社］

［大学×スタートアップ］

［大学×事業会社］

➢公正取引委員会の調査や未来投資会議での検討を受けた政府の取組
➢「想定シーン」のもと、大学・スタートアップ・事業会社の連携を通じ、
知財等から生み出される事業価値の総和を最大化できるような契約書の例を提示

➢「秘密保持契約」、「PoC契約（技術検証）」、「共同研究開発契約」、「ライセンス契約」、
「利用契約」といった、複数の契約形態に対応

④情報発信・コミュニティ活動支援
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知財リスク動画「スタートアップは突然に…」

概要
大手企業の契約担当者の罠に落ち、信頼していた研究パートナーにはめられ、不慣れな異国の地でも知財トラブルに見舞
われるなど、挑戦のたびに倒産し、「THE END.」してしまう3人組。知財を知らない人の行き着く先は必ず「THE 
END.」になってしまう、知財リスクを回避するための学びのある物語です。

提供しているコンテンツ
知財リスクに関する具体例をまとめた動画コンテンツ

詳細 https://www.statotsu.inpit.go.jp/

お問い合わせ
独立行政法人工業所有権情報・研修館 知財戦略部 横断プロジェクトチーム担当 電話：03-3581-1101 内線3822

④情報発信・コミュニティ活動支援

「スタ突」予告編

特設サイト
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ありがとうございました

特許庁 企画調査課 スタートアップ支援班


